
会津若松市の財政のすがた
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○ 財政とは？

　　など

　　など

○ 予算とは？

会津若松市
財政

国や県からの補助金

各部に予算編成方針提示

農業

教育

福祉

各部で予算見積書策定

市長査定議会審議

予算決定！

市民からの
市税・使用料

行政活動を行うにはお金が必要です。

そのお金をどこから調達して、どのような目的に振り分ければよいかという観点から行政

活動をとらえたものを、「財政」といいます。

各種の行政サービスを計画的に行うためには、毎年１年間の歳入と歳出がどの程度あるのか

見積もりを立てる必要があります。この見積もりのことを「予算」と言います。

予算は様々な話し合いを踏まえ、最終的には議会の議決を得て決定されます。

地 方 交 付 税
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○ どのように運営されているのか？

　【一般会計】

　　　自治体の会計の中心をなすもので、市税収入を受け入れ、行政運営の基本的な

　　　経費全般の経理を処理する会計のことです。

　【特別会計】

　　　ります。

特別会計

法適用

水道事業会計

簡易水道事業会計

下水道事業会計

法非適用

観光施設事業特別会計

地方卸売市場事業特別会計

扇町土地区画整理事業特別会計

三本松地区宅地整備事業特別会計

その他

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

※公営企業会計･･･････

　　　一般会計に対し、特定の目的の歳入歳出について経理するため、法律又は条例に

　　　よって設置された会計のことです。会津若松市には令和５年度で10の特別会計があ

　　　特別会計の中でも、公営企業会計の法適用、非適用、その他に区分されています。

公営企業
会計

公営企業会計とは、主として使用料等の収入によ
りその事業の経費をまかなうことを目的として設
置される独立採算が原則の会計です。地方公営企
業法が適用される法適用の企業会計と適用されな
い法非適用の企業会計があります。

教育

農業
観光・商工

福祉

防災

環境

文化振興

土木

財政は、色々な会計を設けて運営や事務処理がなされています。

会津若松市においては「一般会計」「特別会計」の２つの大きなグループを設けて市政を

運営しています。

一般会計
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○ 令和５年度一般会計歳入決算の状況は？
　

　　　　　 など

　

　

　

　　　　　

項　　目 収入額

①市税 15,900 28.6

②地方譲与税・交付金 4,270 7.7

③地方交付税 11,208 20.2

④国・県支出金 15,159 27.3

⑤市債 1,437 2.6

⑥その他 7,533 13.6

合　　計 55,507 100.0

　　　　　　令和５年度は、約555億円の収入がありました。

(単位：百万円）

構成比（%）

市民からの
市税・使用料

国・県補助金

市民サービスのために必要な財源は、いろいろな手段により確保しています。　　　　

市の収入の中心は市民の皆さんから納めていただく市税です。

市税には、所得に応じて負担する市民税や、土地・家屋・償却資産の所有に対し、

その価値に応じて負担する固定資産税などがあります。

また、その他に地方交付税や国・県支出金、交付金、貯金の取り崩しや借入金（市債発行）

などから市は収入を得ています。

地方交付税

借入金
（市債発行）

会津若松市
財政

貯金の取崩

①市税

②地方譲与税・交付金

③地方交付税

④国・県支出金

⑤市債

⑥その他

令和５年度歳入決算状況
①市税

②地方譲与税・
交付金

③地方交付税

④国・県支出金

⑤市債

⑥その他
歳入総額
555億円
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○ 令和５年度一般会計歳出決算の状況は？

区　　　分 主　　　な　　　内　　　容 決　算　額 構成比（％）

議会費 議会にかかる経費 355 0.7

総務費 他の費用に分類されない全般的な経費 6,119 11.7

民生費 福祉サービスにかかる経費 23,040 43.9

衛生費 保健衛生、ごみ収集にかかる経費 4,438 8.4

労働費 勤労者の福祉向上にかかる経費 60 0.1

農林水産業費 農業、林業の振興にかかる経費 1,462 2.8

商工費 商工業、観光の振興にかかる経費 1,424 2.7

土木費 道路、公園、河川の整備にかかる経費 4,135 7.9

消防費 火災、救急、災害対策にかかる経費 1,532 2.9

教育費 小学校、中学校など教育にかかる経費 5,132 9.8

公債費 市債（借入金）の返済にかかる経費 4,766 9.1

災害復旧費 災害復旧にかかる経費 0 0.0

合　　　　　計　 52,463 100.0

区　　　分 主　　　な　　　内　　　容 決　算　額 構成比（％）

人件費 報酬、給与、手当などの経費 7,935 15.1

扶助費 福祉にかかる経費 15,070 28.7

公債費 市債（借入金）の返済にかかる経費 4,766 9.1

投資的経費 公共施設の建設や災害復旧にかかる経費 2,474 4.7

物件費 旅費、光熱水費、備品購入費、委託料などの経費 7,200 13.8

維持補修費 公共施設を維持するための経費 851 1.6

補助費等 他団体への負担金、補助金などの経費 7,033 13.4

繰出金 一般会計から特別会計に支出される経費 5,558 10.6

その他 貸付、積立、投資及び出資にかかる経費 1,576 3.0

合　　　　　計　 52,463 100.0

　　令和５年度は、約525億円の支出がありました。

(単位：百万円）

(単位：百万円）

市の歳出を、その目的別に見てみます。

目的別とは、土木費、教育費のように、行政の目的に従った、いわば事業別の分類です。

民生費、総務費、教育費、公債費の順に多くの財源が使われており、次いで、衛生費、

土木費の順になっています。

次に、市の歳出を、その性質別に見てみます。

性質別とは、人件費、扶助費、投資的経費といったように、支出経費の性質によって

区分する分類です。

扶助費、人件費、物件費、補助費等の順に多くの財源が使われており、次いで、繰出金、

公債費の順になっています。
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○ 令和５年度歳入歳出収支状況は？

（単位：千円）

区分 金額

①歳入総額 55,506,554

②歳出総額 52,463,323

3,043,231

継続費逓次繰越額 0

繰越明許費繰越額 260,011

事故繰越し繰越額 860

計 260,871

2,782,360

※翌年度へ繰り越すべき財源とは

　　　ため、翌年度に繰り越した場合に、その事業に充てるための財源

○ 財政調整基金とは？

（単位：千円）

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

財政調整基金残高 2,739,172 1,857,747 1,703,889 2,852,005 2,990,122

③歳入・歳出差引額（①－②）

④翌年度へ
繰り越す
べき財源

⑤実質収支額（③－④）

　　…自治体が実施する事業などが、何らかの事情で年度内に終了しない

それでは、一般会計の令和５年度会津若松市歳入、歳出の収支状況をまとめてみます。

令和５年度の歳入は約55,507百万円であり、歳出については約52,463百万円となっ

ています。その差額から、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた金額が、

令和５年度の実質収支であり、約2,782百万円の黒字となっています。

この黒字額は翌年度へと繰り越し、市の貯金である財政調整基金への積立や翌年度の

財源として活用します。

財政調整基金とは、主に年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てておく資金

です。

自治体の財政は、経済の不況等により大幅な税収減に見舞われたり、災害発生、豪雪等

により思わぬ支出の増加を余儀なくされることもあります。

このような事態に備え、財政調整基金として積み立てておくことが必要となります。
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○ 今までの歳入の推移は？

　　

歳入の種類 令和５年

①市税 16,201 14,539 16,710 15,376 15,217 15,900

2,218 2,403 2,393 2,058 3,128 4,270

③地方交付税 7,027 6,472 9,212 11,476 10,228 11,208

④国・県支出金 6,328 5,718 8,643 10,661 12,077 15,159

⑤市債 4,559 3,753 3,867 3,608 4,663 1,437

⑥その他 4,427 4,183 4,030 5,531 6,275 7,533

合　計 40,760 37,068 44,855 48,710 51,588 55,507

(単位：百万円）

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

②地方譲与税・
交付金

ここで平成10年度から令和５年度までの会津若松市の歳入の推移を見てみましょう。

市の歳入の規模は平成10年度と令和５年度を比較すると19,540百万円の増となっています。

これは、新型コロナウイルス感染症や物価高の影響により国・県支出金が大幅に増加した

ことが主な要因です。そのほか、少子高齢化の影響で社会保障関係費が増加しており、

これに係る国・県支出金も年々増加の傾向にあります。

歳入の中心である市税については景気動向に大きく影響を受けますが、近年は150億円台

で推移しています。

また、市債の発行については、将来の返済負担や収支バランスを踏まえながら行うことで

健全な行財政運営に取り組んでいます。

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 令和５年

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
歳入の推移

①市税

②地方譲与税・交付金

③地方交付税

④国・県支出金

⑤市債

（単位：百万円）
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○ 今までの一般財源の推移は？

　　

歳入の種類 令和５年

①市税 16,201 14,539 16,710 15,376 15,217 15,900

2,218 2,403 2,393 2,058 3,128 4,270

③地方交付税 7,027 6,472 9,212 11,476 10,228 11,208

④臨時財政対策債 － 2,295 1,174 2,200 1,739 249

合　計 25,446 25,709 29,489 31,110 30,312 31,627

　　※臨時財政対策債は、本来国から交付される地方交付税が財源不足となっている

　　　元利償還金相当額については、後年度地方交付税の基準財政需要額に算入する

　　　こととされています。

(単位：百万円）

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

②地方譲与税・
交付金

　　　ため、その補てんとして平成13年度から借入を行っているものです。

ここで平成10年度から令和５年度までの会津若松市の一般財源の推移を見てみましょう。
一般財源とは、市税や地方交付税など、財源の使途が特定されず、どのような経費にも
使用することが出来るものです。

市の一般財源は平成10年度と令和５年度を比較すると6,181百万円の増となっています。

これは、社会保障関係費の増加や物価高などに伴う地方交付税と臨時財政対策債の増が

主な要因です。

平成28年度以降、地方交付税は合併算定替の縮小等により年々減額され、一般財源の

総額は減少傾向にありましたが、地方交付税が増加していることに加え、

地方消費税交付金の増加などにより、総額も増加しています。

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 令和５年

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
一般財源の推移

①市税

②地方譲与税・交付金

③地方交付税

④臨時財政対策債

（単位：百万円）
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○ 今までの歳出の推移は？（目的別推移）

歳出の種類 令和５年

議会費 481 387 380 415 393 355

総務費 5,173 5,005 6,097 7,502 6,446 6,119

民生費 8,777 10,290 13,169 16,562 20,098 23,040

衛生費 3,429 2,826 2,676 2,928 3,345 4,438

労働費 74 75 62 64 64 60

農林水産業費 1,278 843 1,132 1,172 1,458 1,462

商工費 1,777 1,814 1,363 2,174 1,638 1,424

土木費 6,911 5,211 4,737 4,476 4,823 4,135

消防費 1,401 1,303 1,560 1,601 1,755 1,532

教育費 5,324 3,353 5,037 4,030 5,418 5,132

公債費 4,595 5,360 6,031 5,374 3,969 4,766

その他 415 437 312 622 22 0

合　計 39,635 36,904 42,556 46,920 49,429 52,463

(単位：百万円）

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

目的別の推移を見てみますと、社会保障などの福祉サービスにかかる民生費が年々

増加傾向にあります。平成10年度と比較して令和５年度は14,263百万円の増となっ

ております。

また、道路、河川、公園、市営住宅の整備に係る土木費を見てみますと、

平成10年度は6,911百万円の支出がありました。

その後、市債（借入金）の抑制や民生費に多くの経費が必要になったことから、

平成10年度と比較して令和５年度支出は2,776百万円減少しています。

それでは、平成10年度から令和５年度までの会津若松市の歳出の推移を見てみます。

まずは、目的別（行政の事業別の分類）から見てみましょう。

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 令和５年

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

歳出の推移（目的別歳出）

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産
業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

その他

（単位：百万円）
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○ 今までの歳出の推移は？（性質別推移）

歳出の種類 令和５年

人件費 8,284 7,449 8,218 7,621 7,538 7,935

扶助費 5,385 6,022 7,414 10,475 12,473 15,070

公債費 4,595 5,360 6,031 5,374 3,969 4,766

投資的経費 7,608 3,271 4,805 3,114 5,073 2,474

物件費 4,309 4,125 3,932 5,732 5,743 7,200

維持補修費 385 474 420 735 760 851

補助費等 4,522 3,975 4,808 4,910 5,243 7,033

繰出金 3,086 4,854 5,947 6,132 6,248 5,558

その他 1,461 1,374 981 2,827 2,382 1,576

合　計 39,635 36,904 42,556 46,920 49,429 52,463

(単位：百万円）

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年

次に、平成10年度から令和５年度までの会津若松市の歳出を性質別（人件費、扶助費

などの分類）で見てみましょう。

　性質別の推移を見てみますと、扶助費が年々増加傾向にあり、平成10年度と比較して

　令和５年度は約2.8倍となっています。扶助費とは、生活保護法、児童福祉法等の法令

　に基づいた生活保護費や保育所運営費など、市が行う様々な福祉のための経費です。

　一方、道路、公園、学校などの施設建設にかかる投資的経費は、庁舎整備のための

　支出が少なかった年度であったこともあり、平成10年度と比較して３分の１未満に

　なっています。

　今後も大型の建設事業により、投資的経費や後年度の公債費の増加が見込まれるため、

　後年度の負担が過大にならないような財政運営が求められます。

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年 平成30年 令和５年
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○ 今までの義務的経費と投資的経費の推移は？

平成 10 年 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 平成 30 年 令和５年
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182.6 188.3

216.6
234.7 239.8

277.7

義務的経費の推移

義務的経費合計

公債費

扶助費

人件費

（単位：億円）

義務的経費の推移を見てみましょう。義務的経費とは、自治体の歳出のうち、極めて

硬直性の強い経費であって、任意に削減することが難しい経費を言います。人件費、

扶助費、公債費がこれにあたります。

扶助費の増加に伴い、年々増加していることが分かります。

次に投資的経費の推移を見てみましょう。投資的経費とは、普通建設事業費・

災害対策事業費などのことです。

普通建設事業費とは、道路の新設・改良、学校校舎の新築・増改築など公共施設の

新増設や既存施設に付加価値を付ける経費のことです。

平成10年度から比較すると縮小していることが分かります。

平成 10 年 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 平成 30 年 令和５年
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○ 市民一人あたりにすると？

【市民一人あたりの歳入合計】

項目 金額

①市税

②地方交付税

③国・県支出金

④市債（借入金）

⑤その他の収入

【市民一人あたりの歳出】

項目 金額

①総務費

②民生費

③土木費

④教育費

⑤公債費

⑥その他

142,828円

100,678円

136,168円

12,910円

106,020円

54,971円

206,961円

37,142円

46,096円

42,815円

83,282円

※円グラフのパーセンテージは端数調整のため合計が100％にならないことがあります。

①＋②＋③＋④＋⑤

４９８，６０４円

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥

４７１，２６７円

令和５年度一般会計歳入・歳出決算を、市民一人あたりにして見てみましょう。　

（人口は令和６年３月31日現在の111,324人で算出します。）

①総務費 12%

②民生費 44%

③土木費 8%

④教育費 10%

⑤公債費 9%

⑥その他 18%

市民一人あたりの歳出

①総務費

②民生費

③土木費

④教育費

⑤公債費

⑥その他

歳出合計
471,267円

令和５年度の市民一人あたりの歳入は、498,604円です。

歳入の使い道としては、高齢者や児童、障がいのある方等に対する福祉サービスの

民生費が最も多く、市民一人あたりにすると、206,961円でした。次いで、総務費、

教育費、公債費、土木費の順になっています。

なお、使わなかった収入は、翌年度の事業に充てています。

①市税 29%

②地方交付税 20%③国・県支出金 27%

④市債（借入金） 3%

⑤その他の収入 21%

市民一人あたりの歳入

①市税

②地方交付税

③国・県支出金

④市債（借入金）

⑤その他の収入

歳入合計
498,604円
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○ 一般会計市債（市の借入金）残高の状況は？

令和５年度市債残高内訳 （単位：千円）

①庁舎 3,050,200 ⑦教育 9,955,248 ①土木 7,843

②民生 213,226 ⑧総務 449,936 ②農林水産 9,668

③農林水産 798,140 ⑨水道 127,170 ③文教施設 4,793

④土木 5,161,561 ⑩衛生その他 228,617 災害復旧債 22,304

⑤住宅 1,579,683 56,559

⑥消防 1,120,606 17,322,183

⑬減収補填 230,864

普通債 40,293,993

○ なぜ市債の借入れをするのでしょうか？

　　　　※平成10年度及び平成15年度については、旧北会津村・旧河東町との合算値です。

⑪住民税等
減税補填
⑫臨時財政
対策

　グラフを見ると、平成10年度が最も市債残高が多かったことが分かります。

　これは、平成の初期にバブル崩壊後の国の経済対策として多くの公共事業を実施した

　ことや、ふくしま国体の開催に向け多くの体育施設を整備したことなどによるものです。

　この市債残高を減らすことが本市財政にとって大きな課題であったため、本市では、

　新たに借り入れる額を元金返済額より低く抑えてきました。その結果、平成10年度の

　市債残高より135.0億円の削減を行うことができました。

　今後も引き続き、市債残高の適正な管理に取り組んでいきます。

例えば、公共施設の建設にあたり多額の経費を必要とする場合、市債を活用すること

により、その建設年度の財政に大きな負担をかけずに建設することができます。

また、建設年度の収入だけで負担することは、その時の市民だけが費用を負担するこ

とになり、将来の市民は施設の使用という便益だけを受けることになります。そこで、

市債を活用し、将来の市民も元利償還金の支払いによって適正な負担をしていただく

ことによって、「世代間の負担の公平」を図ることができます。

また、事業によって市債の種類が異なりますが、元利償還金の一定割合が地方交付税

によって補てんされるものもあります。

様々な事業を行っていくためには、市債を上手に活用していくことが大切です。

次に、一般会計の市債残高の推移状況を見てみましょう。　　　　　　　　　　　　

平成 10 年 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 平成 30 年 令和５年
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○ 他市と比較した場合の本市の財政状況は？

◎ 実質公債費比率や市債残高などを比べてみましょう。

実質公債費比率（％） 順位（小さい順）

会津若松市 4.9 ―

7.0

類似団体平均 4.5

※ 実質公債費比率とは、本市に標準的に入ってくる一般財源（市税や地方交付税など）

 　のうち何％が借金の返済に使われているかを示す値です。

 　この数値が大きいほど、借金返済の割合が大きく、財政運営が厳しいと言えます。

市債残高（億円） 順位（小さい順）

会津若松市 416 ―

476

類似団体平均 352

※ ここでいう市債残高は一般会計ではなく普通会計上の残高になります。

 　普通会計とは、各自治体の財政状況を比較できるようにするため、

 　統一的に用いられる会計区分のことで、本市においては、

 　一般会計＋扇町土地区画整理事業特別会計（一部）となります。

人口１人当たりの市債残高（万円） 順位（小さい順）

会津若松市 37 ―

52

類似団体平均 30

財政調整基金残高（億円） 順位（大きい順）

会津若松市 30 ―

50

類似団体平均 49

※財政調整基金とは、予測できない出費（災害など）に備えた貯金のことです。

※類似団体とは、人口規模や産業構造などが同じ団体で、本市を含めて62団体あります。

県内13市平均 本市の順位：3/13位

本市の順位：34/62位

県内13市平均 本市の順位：10/13位

本市の順位：43/62位

県内13市平均 本市の順位：3/13位

本市の順位：48/62位

※ ここでいう人口とは、令和６年３月31日における住民基本台帳人口です。

・会津若松市　 　111,324人

・県内13市平均　 110,223人

・類似団体平均　 120,316人

県内13市平均 本市の順位：9/13位

本市の順位：47/62位

県内13市及び類似団体62市と本市を、財政指標（令和５年度決算）について比較

すると以下のとおりとなります。

本市は、市債残高を一定程度にコントロールする取組を行っており、

今後も財政健全化に向けた取組を継続していく必要があると言えます。
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○ これからの会津若松市の財政

本市は、平成15年度に財政危機に直面し、同年８月に行財政再建プログラムを策定し、

厳しい改革に取り組んだ結果、平成18年度には概ねその目的を達成しました。

その後も、

①中期財政見通しの策定による歳入に見合った歳出構造の堅持、

②総枠配分方式による部局マネジメントを活かした予算編成、

③市債の適正な管理、

これらを財政規律の３本柱として財政健全化に取り組んでいます。

今後の財政運営においても、市民の皆さまの安全・安心な暮らしを第一に考えた上で、

様々な事業の実施にあたっては、財政運営に及ぼす影響を十分見極め、将来においても

決して収支バランスを損なうことがないよう、引き続き財政規律を堅持しながら

中・長期的な財政見通しを踏まえた財政運営を行ってまいります。
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